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企業システムの変容、およびそこでの意思決定のあり方の変化に、労働組合は、そして法はい

かに対応すべきか―。連合総研では、2008 年４月、「企業買収・合併等による企業組織の改編と

労働組合の課題に関する研究委員会」を立ち上げ、約 1 年半に渡り、組織再編・グループ経営再

編の現場での労働組合の行動などにつき、インタビュー調査とそれらに基づく討議を重ねてきた。

そして、2010 年 5 月、その研究成果として、「企業組織再編における労働者保護―企業買収・企

業グループ再編と労使関係システム」を発刊した。本書では、企業組織再編における労働者保護

のあり方について、労働法学者、会社法学者、経済学者および労働組合関係者が、各々の視点か

ら問題状況を検討し、提言を行っている。 
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